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用語の定義 

用語 定義 

市 小山市をいう。 

本事業 
新小山市立博物館・間々田のじゃがまいた伝承館複合施設整備に伴う建築基本

設計業務委託をいう。 

本施設 
本事業における事業用地内の建築物、設備及び外構等の全てをいい、本事業に

おける公共施設として位置づけるものとする。 

事業者 本事業の実施に際して市と事業契約を締結し、事業を実施する者。 

応募者 本事業を実施するために必要な能力を備えた、設計業務を行う者。 

来館者 本施設を訪れ、利用する者をいう。 

利用者 
来館者を含み、ウェブサイトや広報等の本施設の提供するサービスを利用する

者をいう。 

施設等 建築物、建築設備等をいう。 

外構等 
駐車場や駐輪場、管理用通路、連絡通路、門扉、囲障、よう壁、植栽・緑地、

サイン（掲示板、案内板等）、排水施設、消防水利等をいう。 

機能 目的または要求に応じてものが発揮する役割のこと。 

性能 目的または要求に応じてものが発揮する能力のこと。 

運転・監視 設備機器等を稼働させ、その状況を監視すること及び制御すること。 

点検 

関係法令の定めにより法定点検を実施すること並びに建築物等の機能及び劣

化等の状態を一つひとつ調べること（自主点検及び関係法令等の定めによる法

定点検）。機能に異常または劣化がある場合、必要に応じた応急措置を判断す

ることを含む。また、検査報告書の作成や法定点検並びに付随する手続及び届

出等（これらに係る費用を含む。）を含む。 

保守 

建築物等の必要とする性能及び機能を維持する目的で行う消耗品または材料

の取り替え、注油、汚れ等の除去、部品の調整等の周期的・継続的に行う軽微

な作業のこと。 

保全 
建築物（設備を含む。）及び外部施設等の対象物の全体または部分の機能及び

性能を使用目的に適合するようにすること。 

修繕 
劣化した部位・部材または機器の性能及び機能を原状または実用上支障のない

状態まで回復させること。 

更新 劣化した部位・部材や機器等を新しいものに取り替えること。 

劣化 
物理的、化学的及び生物的要因により物の性能が低下すること。ただし、大規

模な地震や火災等の災害によるものを除く。 

  



 

 

付属資料・参考資料 

付属資料１ 敷地位置図（博物館） 

付属資料２ 敷地測量図 

付属資料３ 地盤関連資料（敷地周辺）※対象敷地の資料はなし 

付属資料４ 上下水道配管図 

付属資料５ 下水道台帳 

付属資料６ 各室相関図 

付属資料７-1 諸室リスト（全般事項） 

付属資料７-2 諸室リスト（諸元表） 

付属資料８ 伝承館平面図 

付属資料９ 新博物館・伝承館複合館のイメージ 

参考資料１ 備品リスト 

参考資料２ 展示イメージ 

参考資料３ 展示計画概要 
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１. 総則 

１-１. 本書の位置づけ 

本要求水準書（以下「本書」という。）は、小山市（以下「市」という。）が、「新小山市立博

物館・間々田のじゃがまいた伝承館複合施設整備に伴う建築基本設計業務委託」（以下「本事業」

という。）を実施する民間事業者（以下「事業者」という。）の募集・選定に当たり、応募者を対

象に交付する「実施要領」と一体のものであり、本事業において市が要求する施設整備水準及び

サービス水準（以下「要求水準」という。）を示し、募集に参加する応募者の提案に具体的な指

針を与えるものである。 

応募者は、要求水準を満たす限りにおいて、本事業に関し自由に提案を行うことができるもの

とする。また、市は要求水準を事業者選定の過程における審査条件として用いる。このため、審

査時点において要求水準を満たさないことが明らかな提案については、失格とする。 

 

１-２. 本事業の目的等 

(１) 本事業の目的 

市では、市の郷土資料の収集・保管、調査研究、そして教育の場としての小山市立博物館の

役割を拡充するため、新しい博物館の整備に着手する。加えて、国の重要無形民俗文化財「間々

田のじゃがまいた」の指定を契機に、この伝統文化を末永く継承し、その価値を広く内外に伝

えるべく、地域交流と活性化の拠点となる伝承館施設も複合的に整備する。 

本施設の活動や整備に関する基本的な考え方は、令和７年（2025 年）３月に策定された「新

小山市立博物館整備基本計画」及び令和５年（2023 年）５月に策定された「間々田のじゃがま

いた伝承館整備基本計画」に定められている。 

この事業の目的は、両基本計画に基づき、文化財の保存・活用機能を十全に担保しつつ、市

の財政状況と提供されるサービスのバランスを考慮した、最大限に効率的な整備を実現するこ

とである。 

(２) 本事業の基本方針 

本事業に係る施設整備、維持管理、運営、その他業務等の各業務は以下に示す基本方針を念

頭に実施し、公平な事業の推進に努めるものとする。 

① 新博物館 

以下、新小山市立博物館整備基本計画より抜粋。 

・ 「田園環境都市おやま」の魅力を育んだ、小山の自然と風土、歴史と文化、人の暮らし

を未来に受け継ぐ博物館として、これまでの考古・歴史・民俗に加え、自然分野を取り

上げる。さらに、４つをつなぐ機能の充実・強化を図ることにより、“ふるさと小山の

つながりを受け継ぎ、未来へのつながりを育む”博物館を実現する。 

○魅力をつなぐ 

・川と街道が育てた歴史文化と自然を広く市内外に発信し、再発見できる場の提供。 
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○地域をつなぐ 

・小山の魅力で市内のさまざまな資源や施設をつなぎ、回遊ネットワークを形成。 

○人をつなぐ 

・小山の魅力のもとに市民や観光客が集い、交流し、小山の未来に向けてつながる場の提

供。 

○未来につなぐ 

・小山の自然・歴史・文化の 継承と活用を通じて、田園環境都市の未来を担う人材の育

成。 

 

② 伝承館 

以下、間々田のじゃがまいた伝承館整備基本計画より抜粋。なお、伝承館整備基本計画策

定時では新博物館との複合化を想定していなかったため、施設の方針が一部変更となる。 

・技術の体得を主の観点に置き、じゃがまいたの歴史や技術、価値を伝承する場とする。 

・保存会をはじめとした担い手が伝承の中心となり、伝承のための活動の場とする。 

・じゃがまいたに対する見識を高め、価値を再認識できる機会を提供する。 

・地域の人々が日常的に訪れて、じゃがまいたを中心に対話を生み出す場とする。  

・じゃがまいたを幼少期から楽しみながら触れることができる施設とする。  

・市内外に向けてじゃがまいたを広く発信し、深い理解につなげる施設を目指す。 

 

③ 複合施設としての考え方 

博物館及び間々田のじゃがまいた伝承館の基本方針は①及び②のとおりであるが、これ

らを複合施設として一体的に整備するに当たり、互いの動線の交わる多目的 ・交流スペース

の効果的な活用を図る等、ハード・ソフト両面において互いに連携することで相乗効果を発

揮するとともに、地域交流の中心拠点として最大限の活用を図る。 

整備地周辺の伝統行事である間々田のじゃがまいたについて、博物館はその民俗学的価

値をわかりやすく学ぶ場とし、伝承館はじゃがまいたに関する技術を継承する場とし、それ

ぞれからじゃがまいたにアプローチし、双方向に補完しあいながら、来館者に学びと体験を

提供する施設とする。 

詳細については「付属資料９新博物館・伝承館複合館のイメージ」を参照すること。 

 

(３) 本施設の位置づけ等 

本施設の基本計画等については、次のホームページを参照すること。 

○新小山市立博物館整備基本計画 

https://www.city.oyama.tochigi.jp/shisei/torikumi/seisaku/rekishi-bunkazai-

dentou/page008547.html 
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○間々田のじゃがまいた伝承館整備基本計画 

https://www.city.oyama.tochigi.jp/shisei/torikumi/seisaku/rekishi-bunkazai-

dentou/page004521.html 

 

１-３. 性能規定 

本書は、市が本事業に求める施設設計を規定するものである。 

応募者は、本書に具体的な特記仕様のある内容については、これを遵守して提案を行うこと。 

 

１-４. 事業期間 

本事業における事業期間は、事業契約締結日の翌日から令和９年（2027 年）６月末日までとす

る。なお、展示設計業務は、本事業と同時期に別途業務として、市にて発注する予定であり、令

和８年８月上旬に契約締結を行う予定である。 

① 基本設計期間 令和８年（2026 年）11月から令和９年（2027 年）６月末日 

② 実施設計期間 令和９年（2027 年）10月から令和 10年（2028 年）５月末日 

③ 建設期間 令和 10年（2028 年）12月から令和 12年（2030 年）３月末日 

④ 準備期間 令和 12年（2030 年）４月から令和 12年（2030 年）６月末日 

⑤ 供用開始年月 令和 12年（2030 年）９月 

 

１-５. 業務範囲 

事業者は、本要求水準書、仕様書、事業者提案、契約書等に基づき、以下の事前調査業務及び

建築基本設計業務を行うものとする。 

① 事前調査業務 

事前調査業務 事前調査 

地質調査 

 

② 建築基本設計業務（展示設計業務は含まない） 

(ｱ) 事業範囲 

建築基本設計業務 前提条件の整理 

施設整備基本計画 

基本設計図書の作成 

打ち合わせ・設計協議 

関連会議の資料作成及び支援 

国庫補助金等取得にかかる資料作成支援 

展示設計業務との連携 

その他基本設計に必要な業務 
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なお、展示設計については、本業務と別途発注し、基本設計業務と同時期に実施するもの

とする。このため、業務の遂行にあたっては、下記に示す建築基本設計と展示設計業務の区

分を踏まえ、建築設計業務受託者が、相互の整合を図りつつ、必要な調整等を行うものとす

る。業務内容は「1-6 業務内容（３）（オ）」に示す。 

項目 建築 

設計 

展示 

設計 

備考 

本体全般 ○ △ 展示に係る部分は展示側より提

案、調整 

展示ケース、什器、模型等 △ ○  

映像、音響、情報機器 △ ○  

館内ピクトサイン ○ △  

展示誘導動線サイン △ ○  

空調設備 ○ △ 展示側より条件提示 

防災設備 ○ △ 展示側より条件提示 

衛生設備 ○   

電気設備 ○ △ 展示側より条件提示 

情報通信網設備（LAN、電話配線等） ○ △ 展示側より条件提示 

※○は主体業務、△は補助的業務とするが、上記設計区分はあくまで概略である。記載外の

項目等を含めて業務内において、建築設計業務受託者及び発注者を含めて詳細調整を行

うこと。 

※展示室における各種設計は、展示設計業務主体での検討を要する部分があり、建築設計・

展示設計業務間で相互調整の上、設計内容に反映のこと。 

 

１-６. 業務内容 

(１) 基本的事項 

① 基本的な考え方 

事業者は、本書及び提案書に基づく施設の完成を確実に実現できる体制を整え、適切な管

理を実施する。 

 

(２) 事前調査業務 

① 業務内容 

事業者は、要求水準を踏まえ、官公庁許認可手続きに関連して必要となる事前調査の他、

市が提供する測量、地質調査等の資料以外で設計に必要となる調査を行うこと。 
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② 要求事項 

(ｱ) 業務に必要となる調査については、事業者の責任で行い、関係法令等に基づいて、

業務を遂行する。 

(ｲ) 事前調査において必要となる近隣への説明及び調整等は、事業者が実施すること。 

(ｳ) 事前調査によって及ぼす影響（交通面、利用面、騒音・振動等）を最小限に抑える

ための工夫を行い、問題があれば適切な処置を行う。 

 

(３) 基本設計業務 

① 業務内容 

事業者は、以下に示す設計業務について、本書及び提案書に基づき、市と十分に協議を行

いながら遂行するものとする。 

(ｱ) 基本設計 

・基本設計は、単なる建築物の全体像を概略的に示す程度の業務とせず、実施設計に移

行した場合に各分野の業務が支障なく進められるものとする。主要な寸法、おさま

り、材料及び技術等の検討を十分に行い、空間と機能のあり方に大きな影響を与える

項目について、基本方針と解決策が盛り込まれた内容とする。 

(ｲ) 各種許認可申請手続 

・事業者は、設計に伴う行政手続（事前協議や確認申請等）について、工事着工に必要

となる一切の申請及び手続を行う。 

(ｳ) 国庫補助金申請等 

・本事業は、都市構造再編集中支援事業費補助の交付を受ける予定であり、事業者は積

極的な交付金の活用に努めること。また、事業者は設計に当たり、交付対象区分とそ

の他を区分するとともに、市の行う交付金申請手続きにかかる申請資料の作成を支

援すること。また、会計検査時には市の求めに応じて資料の提出等の支援をするこ

と。 

(ｴ) 歩道の切り下げ 

・歩道の切り下げに当たり、南側出入口は原則２か所として計画すること。 

・乗入口の側溝及び舗装構成については、事業者自ら、道路管理者に確認すること。 

(ｵ) 展示設計業務との連携 

本業務においては、建築設計業務受託者を調整の総括責任者とし、展示設計業務受託者

と連携の上、設計内容の整合及び円滑な業務推進を図るものとする。 

なお、当該調整に係る業務は、建築設計業務受託者の業務範囲に含むものとし、これに

要する費用は本業務に含むものとする。 

a 調整の主導 
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事業者は、施設全体の計画取りまとめを担う立場として、建築設計と展示設計に係

る調整を主体的に実施すること。 

b 定例協議の実施 

・事業者は、展示設計業務受託者との連絡調整のため、定例打合せを原則として月

１回以上開催するとともに、必要に応じて随時協議を実施すること。 

・定例協議等により作成した議事録については、速やかに取りまとめの上、市に提

出すること。 

c 調整業務の内容 

事業者は、以下の事項を実施すること。 

・調整事項の抽出及び整理 

・協議事項の議題設定及び資料作成 

・打合せの招集及び進行 

・議事録の作成及び関係者への共有 

・協議結果の設計図書への反映 

・建築設計及び展示設計間の不整合の確認及び是正 

d コスト調整 

・事業者は、建築設計業務及び展示設計業務に係る委託費の整合を踏まえ、それぞ

れの業務における上限額の範囲内に収まるよう、必要な調整を行うこと。 

e 業務工程及び記録 

・事業者は、展示設計業務との整合を確保するため、業務工程において必要な調整

時期を適切に設定し、当該調整結果を設計に反映できるよう工程管理を行うこ

と。 

f 市への報告及び対応協議 

・事業者は、定例協議の結果について、適宜、市に報告を行うものとする。 

・協議により解決できない事項が生じた場合は、事業者を通じて速やかに市に報

告し、指示を仰ぐものとする。 

g 責任の明確化 

調整の未実施または不十分な調整に起因して生じた設計上の不整合については、

事業者の責任において必要な対応を行うものとする。 

 

② 要求事項 

(ｱ) 市による確認・承認 

・市は、設計及び関連業務の状況・内容について、随時事業者に説明または書類の提出

を求め、確認することができる。 

・事業者は、市が、国等の関連機関に対して報告等が必要となる場合は協力すること。 
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・事業者は、基本設計の完了時に必要な図書及び書類を市に提出し、市の承諾を受ける

こと。 

(ｲ) 設計内容の説明 

・市は、設計内容について庁内または対外的な説明を行う場合があるため、事業者は必

要に応じて書類作成等の協力、支援を行うこと。 

 

１-７.  事業予定地 

(１) 所在地 

小山市大字間々田 2431-3 

 

(２) 敷地面積 

約 6,842 ㎡ 

敷地に関しては、「付属資料１敷地位置図（博物館）」を参照すること。 

 

(３) 土地所有者 

小山市 

 

１-８.  設計及び工事の条件 

(１) 予定設計費の上限 

62,546 千円（消費税及び地方消費税を含む）を上限とし、上回らないこと。 

（上記金額には、事前調査費、基本設計費を含む。展示設計費は含まない。） 

(２) 予定総事業費の上限 

5,618,351 千円（消費税及び地方消費税を含む）を上限とし、上回らないこと。 

本提案限度額は、本業務及び将来的な工事を含めた全体事業規模を示すものであり、総事業

費等に関する将来の予算確保があるものではないことに留意すること。 

 

１-９.  施設概要 

(１) 施設構成 

本施設の基本的な施設構成については、次のとおりとする。 

① 新博物館及び伝承館 

エリア（機能） 
エリア床面積 

エリア 合計 

展示エリア 約 800 ㎡ 
延床面積 

3,000 ㎡ 
体験交流エリア 約 680 ㎡ 

収蔵エリア 約 800 ㎡ 
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管理運営エリア 約 470 ㎡ 

伝承館 約 250 ㎡ 

外構その他 駐車場：管理用 15 台程度  

利用者用 45 台以上 

（うち車いす使用者用駐車場 2 台程度 ） 

大型バス 2 台程度 

駐輪場：管理用 2 台程度 

利用者用 10 台程度 

※利用者用駐車場は景観や植栽計画とのバランスに配慮した

上で最大限台数を確保すること。 

 

(２) 施設規模 

・新博物館及び伝承館の建物規模は、合計で延床面積 3,000 ㎡以下とし、下限値については

95%以上とすること。なお、駐輪場の面積は延べ床面積に含まないものとし、当該施設が

建築基準法上の床面積に算入されない構成とすること。 

・各エリアの面積は、上記に示すエリア床面積に対して、下限値 95%以上とし、上限 105%以

下とすること。 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リスト

（諸元表）」に記載する各諸室の面積は参考値とする。ただし、展示室及び収蔵庫は「付

属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リスト （諸元表）」に示す

各面積に対して、下限値 95%以上とし、上限 105%以下とすること。 

・伝承館については、敷地西側に配置すること。伝承館の各諸室の配置は、「付属資料８伝

承館平面図」を参照すること。また、「付属資料８伝承館平面図」はイメージ図であり、

計画内容を拘束するものではない。事業者はこれにとらわれることなく、創意工夫により、

優れた提案を行うことができるものとし、その内容については市と協議のうえ決定する。 

・博物館及び伝承館については、原則として合築とし、一体的な施設として計画・整備する

こと。なお、計画上やむを得ず分棟とする場合に備え、博物館と伝承館を渡り廊下等によ

り連結する分棟案についても併せて提案すること。この場合においても、各施設の基本的

な配置構成については、合築案と同様の考え方に基づき計画すること。 

 

１-１０. 新博物館及び伝承館の開館日等 

① 開館日 

下記の日程を除いた日を原則開館日とする。 

・月曜日(その日が国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する祝日に

当たるときを除く。) 

・祝日の翌日(その日が日曜日、土曜日または休日に当たる場合を除く。) 

・年末年始(12 月 29 日から翌年の１月３日まで) 
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・館内整理日(毎月第４金曜日。ただし、その日が祝日に当たる場合は、館長が定める日) 

・特別整理期間(年１回、10 日以内) 

 

② 開館時間 

午前９時 00 分から午後５時 00分までとする。 

なお、体験交流エリア等の開館時間は午前９時 00分から午後８時 00 分までとする。（市

の承諾を得た場合は、設定時間を超えて開館することができる。） 

 

③ 伝承館の例外利用 

伝承館の開館日及び開館時間は原則上記①、②のとおりとするが、市長が認める場合に限

り、規定の日時以外でも利用を許可する。 

 

１-１１. 業務計画書・報告書 

事業者は、業務実施に当たり、本書及び提案書をもとに、市と協議の上、業務計画書等を作成

し、市に提出した上で確認を受けること。また、各業務に関する業務報告書を作成し、市に提出

すること。 

市は、事業者から提出された計画書及び報告書の内容を確認し、必要に応じて是正等を行う。 

 

(１) 業務計画書等 

事業者は、以下の業務計画書等を作成し、提出すること。詳細については、市と事業者で協

議の上決定する。 

① 要求水準確認計画書 

事業者は、要求水準の項目及び内容に応じて、確認の時期（基本設計段階）、確認を行う

者（設計企業等）、確認の方法等を記載した要求水準確認計画書を作成し、基本設計の着手

時に市に提出すること。 

 

② コスト管理計画書 

事業者は、基本設計の着手前、基本設計完了時において、業務の進捗に応じたコスト管理

計画書を作成し、市に提出すること。各段階のコスト管理計画書は、業務の進捗に応じた構

成、内容とし、詳細は事前に市と協議の上作成するものとする。 

また、業務の進捗によりコストの変動が生じた場合は、変更金額一覧表を、当該部分の変

更前後の数量、単価、金額を含む内容で作成し、適切な時期に市に提出することとし、変動

部分の扱いや対応について協議を行うものとする。 

 

③ その他提出書類等 

事業者は、各業務の実施に当たり必要な書類を定められた時期に提出すること。詳細は
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「第２. 施設整備業務に関する要求水準」を参照すること。 

 

④ 要求水準確認報告書 

事業者は、要求水準確認計画書及び事業者選定時の提案書に沿って、設計における要求水

準等への適合に関する各業務の実施状況を反映させた要求水準確認報告書を、基本設計の

各完了時に市に提出すること。 

 

１-１２. 要求水準の変更 

(１) 要求水準の変更事由 

市は、事業期間中に、次の事由により要求水準を変更する場合がある。 

・法令等の変更により業務内容が著しく変更されるとき。 

・地震、風水害、感染症の流行その他の災害等の発生や事故等により、特別な業務内容が常

時必要となるときまたは業務内容が著しく変更されるとき。 

・市の事由により業務内容の変更が必要なとき。 

・その他業務内容の変更が特に必要と認められるとき。 

 

(２) 要求水準の変更手続 

市は、本業務期間中に次の事由により要求水準書の見直し及び変更を行うことがある。要求

水準書の見直しに当たり、市は事前に事業者へ通知する。見直しに伴い、要求水準書を変更す

るときは、これに必要な契約変更を行う。 

① 法令等の改正により、要求水準書を変更する必要がある場合 

② 市の事情により、要求水準書を変更する必要がある場合 

③ 事業者による要求水準書の変更提案に対して、市がその提案を採用した場合 

④ その他、要求水準書の変更が特に必要と認められる場合 

  

１-１３. その他 

(１) 個人情報の保護及び秘密の保持 

① 個人情報 

事業者は、本事業の各業務を行うに当たり個人情報を取り扱う場合は、「個人情報保護法」

（平成 15年法律第 57 号）に基づき、その取り扱いに十分留意し、情報の漏洩、滅失及び毀

損の防止その他個人情報の適切な管理に努め、個人情報を保護するための必要な措置を講

じるものとする。 

② 秘密の保持 

事業者は、本事業の各業務の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。本事業の

事業期間が終了した後も同様とする。 

事業者は、従業者及び請負業者等に対し、本事業の各業務の履行に関して知り得た秘密の
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保持について必要な措置を講じるものとする。 

 

(２) 文書の管理・保存、情報公開 

事業者は、業務を行うに当たり作成し、または取得した文書（以下「対象文書」という。）

を適正に管理し、保存すること。 

また、市は対象文書について、「小山市情報公開条例」（昭和 62 年小山市条例第 1 号）第 6

条の公開請求があった場合において、当該対象文書を保有していないときは、事業者に対し、

当該対象文書を提出するように求めることができる。 

なお、次の場合には、当該対象文書の写しを提出すること。 

・対象文書の保存に支障が生じるおそれがあるとき 

・対象文書を業務に使用する必要があり、業務の遂行に著しい支障を生じる恐れがあるとき 

・その他正当な理由があるとき 
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２. 施設性能に関する要求水準 

２-１. 基本方針・概要 

(１) 施設設計の基本方針 

事業者は、新小山市立博物館整備基本計画及び間々田のじゃがまいた伝承館整備基本計画に

基づき、次に示す考え方を踏まえ、所要の性能を満たすよう本施設の設計を行うこと。また、

展示室の計画については、「参考資料２展示イメージ」及び「参考資料３展示計画概要」を参

照すること。 

（※以下、新小山市立博物館整備基本計画の内容） 

新小山市立博物館 

① 誰もが使いやすく、安心して利用できる施設づくり 

・多機能・多目的な諸室構成 

・ユニバーサルデザインの導入 

・利用者・管理者・職員が心地よく過ごすことができる空間・環境づくり 

② 交通アクセスを含め市民利用の利便性の高い施設づくり 

・駅から新博物館へのアクセス性の向上 

・周辺文化施設への回遊ルートの設定 

③ 文化財の保存・展示に適した施設機能と環境の整備 

・国宝・重要文化財の保存・展示にも対応できる施設の整備 

④ 適切な規模の収蔵スペースの確保 

・収蔵量を把握し、史資料の特性に応じた適切な収蔵環境の整備 

⑤ 災害に強く、管理運営及び、環境負荷が少ない持続可能性に配慮した施設づくり 

・新博物館と伝承館の一体的な整備を行うことで、今後の事業費上昇のリスク、維持管理

にかかるコストを考慮した、効率的・効果的な施設の整備 

・環境保全に配慮した施設の整備 

・多くの利用者が集まる公共施設して、耐震・耐火やその他の防災性を確保し、防犯面へ

の配慮等安全性と安心が確保された施設の整備 

・一部の内装や備品等に栃木県産の木材を活用（新博物館は鉄筋コンクリート造を想定） 
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（※以下、間々田のじゃがまいた伝承館整備基本計画の内容） 

間々田のじゃがまいた伝承館 

① 技術の体得を主の観点に置き、じゃがまいたの歴史や技術、価値を伝承する場として整

備 

② 保存会をはじめとした担い手が伝承の中心となり、伝承のための活動の場として整備 

③ じゃがまいたに対する見識を高め、価値を再認識できる機会の提供 

④ 地域の人々が日常的に訪れて、じゃがまいたを中心に対話を生み出す場の創出 

⑤ じゃがまいたを幼少期から楽しみながら触れることができる施設の整備 

⑥ 市内外に向けてじゃがまいたを広く発信し、深い理解につなげる施設 

 

(２) 基本性能 

① 社会性に関する基本的要件 

・県内産の木材や県内産資材の積極的な活用に配慮すること。 

・市街地における施設整備を考慮し、搬入車両等の出入に伴う渋滞等周辺交通への影響を

最小限に抑えるよう配慮すること。 

・地域に賑わいを創出する等、地域振興に配慮すること。 

 

② 環境保全性に関する基本的要件 

(ｱ) 省エネルギー・省資源 

・原則として ZEB 水準※に適合すること。 

・省エネルギー設備の導入や、自然エネルギーの活用等に取り組むことで、建物の熱負

荷を低減し、ＣＯ２排出量の削減に寄与すること。 

・建築材料や設備機器の選定の際は、経済性、耐久性等に配慮し、ライフサイクルコス

トの低減に資するようにすること。 

・エネルギー及び資源の有効活用を図り、総合的に環境負荷を低減することで、ＣＯ２

ネットゼロ実現に貢献できる施設とすること。 

※再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量が、省エネ基準の基準値から

用途に応じて30%削減または40%削減となる省エネ性能の水準に適合することをい

う。 

 

(ｲ) 長寿命 

・建物の寿命を長期に設定し、事業期間が終了した後も、本施設を引き続き使用するこ

とに配慮する。 
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(ｳ) 適正使用・適正処理 

・建設副産物の発生を抑制するとともに、発生した建設副産物の再資源化に努めるこ

と。 

・オゾン層破壊物質や温室効果ガスの使用抑制、漏洩防止等に努めること。 

 

(ｴ) エコマテリアル 

・シックハウス対策のため、人体の安全性、快適性が損なわれない建築資材を使用する

こと。 

・再生資源を活用した建築資材や再生利用・再利用が可能な建築資材、解体容易な材料

の採用等、資源循環の促進を図ること。 

・木材、間伐材の積極的な活用に努めること。 

 

(ｵ) 周辺環境保全性 

・周辺の生態系に配慮し、景観と調和した敷地内緑化、建物緑化に努めること。 

・近隣には公園や住宅地があることを踏まえ、施設建設や建物・設備等に伴う騒音・振

動、風害及び光害の抑制等、周辺環境及び生態系へ及ぼす負の影響を低減させるこ

と。 

 

③ 防災性に関する基本的要件 

(ｱ) 地震対策 

・博物館として十分な耐震性を確保し、利用者・職員等の安全を確保する。 

・非構造部材や備品等についても、落下や転倒防止への適切な対策を講じること。 

・耐震安全性を確保するため、自重、積載荷重、地震荷重、風荷重、積雪荷重、その他

の荷重に対して、構造耐力上、十分に安全な計画とすること。 

・什器・備品の設置においても耐震性を考慮し、床及び壁固定の必要性を十分に検討の

上で安全性を確保すること。 

 

(ｲ) 液状化対策 

・液状化による人的災害や建物への影響、ライフラインの途絶、収蔵品・展示品の損傷

を防ぐために、液状化の懸念がある場合は液状化対策を行うこと。 

 

(ｳ) 火災対策 

・燃えにくく有毒ガスを発生しない内装材を使用するとともに、諸室の用途に適した

防炎・防火設備を設置すること。 

・展示室及び収蔵庫の耐火性能は、前室と収蔵庫を含めたエリアで火災が発生した際に

120 分間収蔵庫内の温度が 80℃以上に上昇しない構造とする。また、収蔵庫―収蔵
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庫間、収蔵庫―前室間はそれぞれ火災が発生した際に 30分間収蔵庫内の温度が 80℃

以上に上昇しない構造とする。対象施設は、 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」

及び「付属資料７-２諸室リスト（諸元表）」を参照すること。 

・展示室・収蔵庫等はガス消火設備を備え、火災時の消火活動により展示・収蔵品の水・

消火剤等による被害を防ぐ。詳細は 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付

属資料７-２諸室リスト （諸元表）」を参照すること。また、隣接室の消火のために使

用した水・消火剤等が当該室に侵入しないよう対策を講じる。 

 

(ｴ) 浸水対策 

・浸水・冠水対策について十分に配慮すること。 

・台風や集中豪雨等に伴う漏水リスクに対して、人命の確保に加えて、収蔵品等の損傷

の防止が図られるよう性能の水準を確保する。 

 

(ｵ) 落雷対策 

・建物及び部材の強度を適切に確保し、電子・通信機器、電力・通信線にも、落雷の影

響がないよう保護すること。 

 

(ｶ) 常時荷重 

・常時荷重により構造体に使用上の支障が生じないこと。 

 

(ｷ) 緊急時対策 

・建物内外について災害時の避難動線を確保し、利用者の安全を守るとともに、緊急車

両の寄付きにも配慮すること。 

・利用者のけが・急病人搬送動線にも配慮すること。 

 

(ｸ) 機能維持 

・ライフラインが途絶した場合等においては、一時的に一部を除く機能を維持できな

くなるが、ライフラインの回復等に伴い、所要の機能を速やかに復旧できる計画とす

ること。 

・ライフライン途絶時においても、収蔵品及び展示品への影響を最小限に抑えるため

に、展示ケース内及び収蔵庫等は、文化財を保管するうえで、適切な温湿度や空気環

境を維持できる性能とすること。詳細は「付属資料７-１諸室リスト（全般事項）」及

び「付属資料７-２諸室リスト（諸元表）」を参照すること。 
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④ 防犯・安全性に関する基本的要件 

(ｱ) 防犯性 

・利用者や建物・設備等を保護するために、防犯設備を設定し、外部からの人や物の侵

入を制御できるようにすること。 

・敷地内及び敷地周辺における、たむろ、騒ぎ、住みつきや集会等を発生させないよう

に配慮すること。 

・ロッカー等、利用者の貴重品・所持品保管場所の盗難防止対策を十分に行うこと。同

時に利用者のプライバシーへも配慮を行うこと。 

・防犯カメラの設置に当たっては、「防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン

（栃木県：平成 26年 3月）」について留意すること。 

・諸室のセキュリティは用途、目的、利用状況等に応じてその境界が適切に確保され、

諸室に応じたセキュリティレベルで運用できるよう留意すること。なお、諸室のセキ

ュリティレベルは、 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸

室リスト（諸元表）」に記載のセキュリティが確保できるように計画すること。 

  

(ｲ) 利用者に対する安全性 

・全ての利用者が安全に施設を利用できるように、十分な安全性能を確保すること。 

・滑りやすい部分は、ノンスリップ性能の向上等により転倒防止について十分に配慮

すること。 

・高い所からの落下防止に十分配慮すること。 

 

(ｳ) 移動等の安全性 

・目的や利用状況等に応じた移動空間及び運送設備が確保され、移動等が円滑かつ安

全に行えること。 

・可動部や操作部の安全性が確保されること。 

 

(ｴ) ユニバーサルデザイン 

・高齢者や子ども、障害者、外国人等をはじめ誰もが特段の不自由なく安全に利用でき

るユニバーサルデザインに基づく計画とすること。 

・ 「高齢者、障害者の円滑な移動等に配慮した建築設計基準」（2015 年７月国土交通省）

に基づき、車いす使用者を含むすべての来館者が諸室へ円滑にアクセスできるよう、

動線計画に配慮すること。 

・見やすくわかりやすい案内サイン、視覚障害者用の誘導表示や点字・音声案内、非常

用警報装置等を適切に計画すること。 
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⑤ 機能性に関する基本的要件 

(ｱ) 音環境 

・建物や駐車場等の配置や遮音、吸音に配慮し、周辺環境に与える騒音の抑制及び室内

音環境の向上に努めること。 

・静寂さを必要とする展示室等の諸室はできる限り交通や印刷等の周辺の騒音源から

距離を確保すること。 

 

(ｲ) 光環境 

・用途に応じた照度の確保や照明制御、自然採光等必要となる光環境が確保されるこ

と。 

・諸室の用途等に応じて、適切に開口部の面積及び位置を設定するとともに、快適性や

演出効果等を考慮して自然光を取り込むこと。 

・グレアによる不快感を受けないよう、諸室の用途等に応じて必要なグレア規制を行

うこと。 

 

(ｳ) 熱環境 

・気温・気候等の屋外条件の変化や、利用人数・使用時間等の使用形態の違いに対応で

き、室ごとに個別に制御できる仕組みとなっていること。 

・照明等の設備機器は、発生する熱負荷が低減されるものを採用すること。また機器等

の使用により局所的に発生する熱負荷は、局所空調・換気により、できる限り発生源

の近傍で処理することで、周囲に与える影響を軽減すること。 

・室温の調整及び断熱性の確保等により室内に発生する表面結露及び内部結露を抑制

すること。 

・収蔵庫等の設置場所が外壁に面する場合は、躯体側に十分な断熱材を設置すること。 

 

(ｴ) 空気環境 

・用途に応じた換気や空気清浄度の確保等必要となる空気環境を確保できること。 

・空調及び換気設備によるガラリ等の音鳴りに配慮すること。 

・内装材、保湿剤等の材料の適切選択により、ホルムアルデヒド、揮発性有機化合物

（VOC）、木材由来の酸性ガス等の空気汚染物質の発生が抑制されていること。 

・収蔵庫等の文化財を保管する諸室は、 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び

「付属資料７-２諸室リスト（諸元表）」に示す空気清浄度を遵守すること。 

・感染症や風邪、インフルエンザ等の施設内感染を抑えるため、換気エリア区分に配慮

した適切な換気計画とすること。 
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(ｵ) 衛生環境 

・給水・給湯設備、排水設備、空調設備、衛生器具設備等について、諸室に必要な環境

に応じた適切な計画とすること。 

・総合的病害虫管理業務（ＩＰＭ）の理念を踏まえた虫等の侵入防止処置を講じること。

対象施設は、「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リス

ト（諸元表）」を参照すること。 

・ごみの種類及び発生量に応じて、収集、貯留、処理、搬出等が可能なスペースを確保

すること。 

 

(ｶ) 振動 

・連続振動や衝撃振動、床衝撃振動による心理的不安や生理的不快感等を与えないよ

うに配慮すること。 

 

(ｷ) 情報化対応性 

・電源設備は、通信・情報システムに影響を及ぼすことなく、確実に機能するために、

保守性及び安全性が確保されたものとすること。 

・通信・情報システムの将来の更新に対応できるようにすること。 

・ＩｏＴ等の先進的な技術について、将来的な革新も見据え、サービスの向上やコスト

の削減等の観点から、積極的に導入に努めること。 

  

⑥ 経済・保全性に関する基本的要件 

(ｱ) 耐久性 

・ライフサイクルコストの最適化を図りつつ、適切な修繕、更新等を前提に、機能の合

理的な耐久性が確保されること。 

・長寿命かつ信頼性の高い設備や機材の使用に努めること。 

・一般の利用者が利用するスペースで使用する器具類等については、耐久性の高い製

品を採用するとともに、十分な破損防止対策を行った上で、交換が容易な仕様とする

こと。 

・漏水、金属系材料の腐食、木材の腐朽、鉄筋コンクリートの耐久性の低下、エフロレ

ッセンス、仕上げ材の剥離・膨れ、乾燥繰り返しによる不具合、結露等に伴う仕上げ

材の損傷等が生じにくい外壁とするとともに、修理が容易な計画とすること。 

 

(ｲ) フレキシビリティ 

・社会的状況の変化等による諸室の用途、機能等の変更に柔軟に対応できるように配

慮すること。 
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(ｳ) 保守の作業性 

・清掃及び点検・保守等の業務内容に応じた作業スペース、搬入・搬出ルート、設備配

管スペース等の確保に配慮した計画とすること。 

・内外装や設備機器については、清掃、点検・保守及び交換等が容易で効率的に行える

ように配慮した計画とすること。 

・設備機器等は、各機器の寿命バランス・互換性の整合が図られ、更新作業の効率性に

留意したものとすること。 

 

(３) 事業予定地の概要 

① 事業用地の立地条件 

項 目 新博物館・じゃがまいた伝承館 

地番 小山市間々田 2431-3 

敷地面積 約 6,842 ㎡ 

登記地目 畑 

用途地域 第１種住居地域 

建ぺい率/容積率 60％ / 200％ 

防火指定 なし（法 22 条・23 条区域内） 

高さ制限 なし 

斜線制限 道路：あり、隣地：あり、北側：なし 

日影規制 5.0ｈ－3.0ｈ / 4.0ｍ 

地区計画等 なし 

その他 
・敷地は市が取得済み（2025 年３月) 

・既存施設（仮設園舎）は市にて解体予定 

 

② インフラ整備状況 

本敷地周辺のインフラ整備状況は以下のとおりである。詳細は付属資料１～５を参照す

ること。なお、本事業を実施する事業者にて適宜確認を行うこと。 

(ｱ) 周辺道路状況 

・事業用地の接続道路の状況は、 「付属資料１敷地位置図 （博物館）」のとおりである。 

 

(ｲ) 上水道 

・事業用地の現状については、「付属資料４上下水道配管図」を提示するが、計画建物

の設計は事業者提案とする。 

 

(ｳ) 下水道 

・事業用地の現状については、「付属資料５下水道台帳」を提示するが、計画建物の設

計は事業者提案とする。 
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(ｴ) ガス 

・供給事業者へ確認、調整を行うこと。 

・引き込み方法等の詳細については、事業者の提案とする。 

 

(ｵ) 雨水 

・事業用地の現状については、「付属資料５下水道台帳」を提示するが、計画建物の設

計は事業者の提案とする。ただし、適切に公共桝へ接続することが可能な計画とする

こと。 

 

(ｶ) 通信 

・現況は、通信事業者に確認すること。 

・事業用地内は、地中埋設管路方式として計画すること。 

 

(ｷ) 電気 

・現況は、電力事業者に確認すること。 

・本施設専用受電を行うこと。 

・事業用地内は、地中埋設管路方式として計画すること。 

 

(ｸ) テレビ電波 

・地上波デジタル、ＢＳ、ＣＳ波が到来している。 

・事業用地内は、地中埋設管路方式として計画すること。 

 

③ 地盤状況 

事業用地の地盤状況概要を「付属資料３地盤関連資料（敷地周辺）」に示すが、当該資料

の内容については、事業者の責任において解釈し、利用すること。なお、設計業務の実施に

当たり、事業者が自ら地質調査を行うこと。 

 

④ 埋蔵文化財 

事業予定地は、埋蔵文化財包蔵地には該当しない。 

 

⑤ 開発許可申請 

本事業については、現時点において開発許可の対象とは想定していない。 

 

(４) 施設整備の概要 

本施設の基本的な施設構成については、次のとおりとする。 
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エリア 諸室 要求事項 

収蔵エリア 収蔵庫 • 収蔵資料にあわせ、必要な収蔵棚等を備えること。備品につい

ては「参考資料１備品リスト」を参照すること。 

• 他館の国指定文化財の借受けも可能となるよう、文化庁指針を

遵守すること。  

※具体的な収蔵庫環境の設定については、「付属資料７-１諸室

リスト（全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リスト（諸元

表）」を参照すること。 

燻蒸室 • 資料に寄生する害虫カビ類の駆除等の燻蒸ができるスペース

を整備すること。 

収蔵庫前室 • 収蔵庫内の温湿度を一定に保つ役割や、カビや虫等の侵入を防

ぐための緩衝空間とする。  

トラックヤ

ード 

• 文化財の搬入搬出を行うに当たり、建物内にトラック（美術品

輸送用車４ｔロング）が入れるスペースとする。 

荷解き室 • 荷解き室はトラックヤードへ搬入搬出する文化財の荷解きを

行う場とすること。 

展示エリア 常設展示室 • 小山の自然と風土、歴史と文化、人の暮らしについて展示する

こと。 

• 展示は実物資料を中心とし、グラフィック、映像、音声、模型、

参加体験型展示等の手法も取り入れ、誰もが親しめる分かりや

すい展示とするため、可変性や展示替え等にも配慮し、天井設

備や床設備、電気配線等必要な設備を整えること。  

• 建築と展示の設計は綿密な連携を図り、展示活動と空間が融和

した設計を検討すること。  

• 実物資料を展示するための設備はその保存と管理に十分配慮

し、また、文化財を安全に入れ替え可能な方法を検討すること。  

• 来館者の安全確保のため、災害時の避難誘導に十分に配慮する

こと。 

企画展示室 • 広く他館から国指定文化財を含む史資料の借受が可能な環境

を有する可変型の展示室とすること。  

• 来館者の安全確保のため、災害時の避難誘導に十分に配慮する

こと。  

• 建築と展示の設計は綿密な連携を図り、展示活動と空間が融和

した設計を検討すること。  

展示準備室 • 各展示室の機材・展示ケース・備品等を保管し、展示更新の準

備作業を行えるスペースとする。 
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• 企画展示室の隣に配置し、資料管理、運営面に考慮すること。 

調査・研究

エリア 

資料閲覧室 • 博物館で収蔵している文化財を閲覧するために使用する場所

とする。 

体験交流エ

リア 

 

研修室 • 博物館の各種講座講演会の開催や友の会の活動で使用する。  

市民活動室 • ボランティア・友の会の活動及び小学生の体験活動の準備を行

う場所として利用する。 

教育普及準

備室 

• 小中学校や社会教育施設との連携事業、博物館見学で使用する

資料の準備や保管を行い、授業に必要な作業を行う諸室とす

る。  

エントラン

スホール 

• エントランスホール、交流スペース、多目的スペースは一体的

なつながりを意識すること。 

• エントランスホールは、博物館が開催するイベントや講座をは

じめとした学習機会の醸成や、市内各地にある文化財のガイダ

ンスや観光機能の役割を担うこと。 

• 交流スペースや多目的スペースは来館者が「つながり」を形成

できる場所とすること。  

• 周囲の景観との関係を大切にし、自然を感じられる計画とする

こと。  

• 施設の総合案内機能を有するように配慮すること。  

• 建築と展示の設計は綿密な連携を図り、展示活動と空間が融和

した設計を検討すること。  

• 交流スペースはテーブル等を配置し、様々な世代の方が気軽に

立ち寄ることができて、飲物を飲みながら談笑したり、勉強す

る等思い思いに過ごせるスペースとすること。  

• 多目的スペースは可変空間とし、一時的なイベントやミニ企画

展や体験ができるスペースとすること。  

体験学習室 • 博物館の各種講座や、小山市少年少女発明クラブの活動、友の

会の活動等で使用する。  

• 雨天時等、必要に応じて小学生の昼食スペースとして活用す

る。 

火起こし土

器焼き室 

• 学校連携事業や講座等での火起こし体験や土器焼きを行う諸

室とする。 

管理運営エ

リア 

ほっしー号

保管室 

• ほっしー★OYAMA 号は移動式天体望遠鏡搭載車であり、稼働し

ていないときの保管室とする。  

伝承館 共通 • 伝承館は間々田のじゃがまいたの伝承活動の利用を主目的と

し、博物館の来館者の見学も想定した諸室とする。 
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• 来館者が伝承館を自由に見学できるものとし、講座等で伝承館

を使用できる諸室とする。 

• 伝承館のスペースを有効的に活用しながら、来館者が当日のじ

ゃがまいたの行事を追体験し、実際に行事を見学するきっかけ

となったり、あらたな魅力発見につながるような仕掛けを、市

の監修のもと、最新技術（VR 等）を取り入れることを想定して

いるため、対応が可能な設備を整えること。 

じゃがまい

た伝 

承室 

• 蛇作りや蛇頭作りの技術伝承、全体会議、じゃがまいた講習会、

勉強会を行う諸室とする。 

水場荷解き

室 

• じゃがまいた伝承館専用の荷解き室とする。  
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２-２. 施設計画に関する要求水準 

(１) 配置計画・動線計画 

・新博物館及び伝承館は、間々田のじゃがまいたの文化や価値を広く内外に伝えるために同

一の建物として一体的に整備することとし、新博物館と伝承館の往来が可能な配置とす

る。ただし、文化財総合的病害虫管理業務（文化財ＩＰＭ）に配慮する。 

・新博物館 ・伝承館の道路から敷地への入口については、一般来館者用出入り口を敷地南側

に整備する場合、原則 2か所とする。 

・敷地北側に位置する住宅の日照を確保する観点から、建物の配置及び高さについて十分検

討するとともに、新博物館は敷地東側、伝承館は敷地西側を基本として配置計画を行うこ

と。 

・周辺地域や立地環境に配慮し、機能的かつ利便性の高い配置ゾーニング計画とする。 

・将来的に路線バスの乗り入れを行うことを考慮して、敷地内に路線バスの停留所を計画す

る。 

・地域公共交通との連携の観点から、バス停利用者の利便性に配慮し、駐輪スペースを適切

な位置に配置すること。 

・駐輪スペースの計画にあたっては、外構としての整備または、半屋外空間の活用等により、

延べ床面積の増加を抑制する配置計画とすること。 

・駐輪スペースを多機能と複合的に計画する場合は、火起こし土器焼き室等に資する半屋外

空間との併用を想定した提案を可とする。なお、当該利用内容については、博物館の運営

方針等を踏まえ、関係者との協議により調整を行うこと。 

・車いす利用者や視覚・聴覚障害者等を含め、すべての利用者にとって、外部からエントラ

ンスへの動線及び施設の共用部分へのアクセスがスムーズに行える動線計画とする。 

・仕上げ、詳細等における配慮、見通しの確保等により、転倒、転落、衝突等の事故の防止

を図る。 

・防犯性に配慮した配置・動線とし、特に文化財の搬入経路は、来館者の動線と明確に区分

し、搬入口を人目に触れにくい位置に計画する等、セキュリティ対策を行う。 

・駐車スペースや車両動線、駐輪場、ごみ置場等、歩行者や緊急車両等の主要動線を含めて

機能的な外構施設の配置を行う。 

・徒歩や自転車による来館者のアクセスに配慮した配置計画とし、周辺施設・エリアと本施

設における双方向の往来に配慮した動線計画・デザインとする。 

 

(２) 建築計画 

① 平面計画・動線計画 

・本施設に求められる多様な機能をバランスよく配置し、市民に親しまれる明るく開放的

な施設として整備する。 
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・伝承館の入口は、博物館内部からの動線に加え、 「付属資料８伝承館平面図」に示す南

側出入口を参考に、外部から直接出入りが可能な出入口を南側に設けること。 

・来館者の利便性、諸室用途及び管理区分の考え方に留意し、機能的かつ利便性に配慮し

た計画とする。 

・来館者が利用する展示室を含む諸室の配置 （以下：来館者利用の諸室）は、事業者提案

とする。ただし、来館者利用の諸室 （資料閲覧室を除く）を 2階に設定する場合は、車

椅子利用を想定した一般用エレベーターを設置する。 

・諸室の機能、敷地や周辺環境を踏まえて、来館者が訪れやすく、わかりやすい動線計画

となるよう計画する。 

・来館者動線と管理用動線、文化財搬出入動線は明確に区分すること。特に文化財搬出入

動線には来館者が容易にアクセスできない動線計画とする。来館者用動線から管理用

動線・文化財搬出入動線につながる扉には、来館者の侵入防止のため、カードリーダー

等のセキュリティ対策設備を設ける。 

・配管・配線及びダクトスペースの確保や、機器類の交換・保守点検に必要な空間等、維

持管理や修繕更新に配慮した計画とする。 

・省エネルギー対策を十分考慮し、ランニングコストの低減に配慮する。 

 

② 階層構成・断面計画 

・各階の用途や空間性能の他、設備のおさまりや維持管理・更新面に配慮した適切な階高

設定とする。 

・各室の天井高は、 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リ

スト（諸元表）」に規定する高さ以上を確保する。 

・収蔵庫や文化財搬出入動線へと来館者が容易にアクセスできないように、収蔵エリアと

来館者が行き来するエリアは明確に区分して計画する。 

・来館者利用の諸室については、動線がわかりやすくスムーズになるように計画する。 

 

③ 意匠計画 

・新小山市立博物館整備基本計画及び間々田のじゃがまいた伝承館整備基本計画の基本

理念や基本方針にふさわしい、小山市の歴史・文化的背景を踏まえ市民の誇りとなる魅

力的なデザインとする。 

 

④ 外装計画 

・施設の外観や外装は、博物館としてふさわしく、周辺環境を考慮した意匠デザイン、外

装仕上げ計画とする。また、じゃがまいた伝承館については、博物館と意匠デザインを

あわせつつも歴史と伝統のある「じゃがまいた」をイメージできるようなデザインとす

る。 
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・断熱性を確保し、空調エネルギーの削減に配慮した計画とする。 

・建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成 28年経済産業省・国土交通省令

第１号）に示す建築物エネルギー消費性能基準を満たすものとする。 

・施設の想定される使用条件において、容易に損傷しない耐久性を確保する。 

・内部空間の用途にあわせ、断熱性を備えた外皮構成とし、特に収蔵庫・展示室は外気の

影響を受けにくい計画とする。 

・外装材は、気候の影響や経年劣化等を考慮し、維持管理に配慮した長期的に機能及び美

観が保たれる計画とする。 

・建物形態や外部仕上げ等については、開業後の維持管理業務についても十分配慮し、保

全・清掃が容易となる施設とする。 

 

⑤ 内装計画 

・床材は滑りにくい仕上げとし、適切な場所に手すりを設ける等の対策を行う。 

・廊下、階段等の床材には、スリップ防止・衝突防止等の安全配慮を行う。 

・扉は各室の利用形態や音漏れ対策を踏まえた形状とし、適宜引戸を採用する等利便性に

配慮する。 

・清掃や保守管理のしやすい仕上げとし、点検口や作業スペースを適切に設ける等維持管

理に配慮する。 

・用途に応じた遮音性を確保するとともに、建物内の他施設や周辺建物への騒音対策を講

じる。 

・使用材料は、ホルムアルデヒドや揮発性有機化合物等の化学物質を含むものを極力避

け、環境面や改修時への配慮を行う。 

・塗装及び接着剤（建設資材、備品含む）はホルマリン不検出のものとする。 

・主要搬入経路に当たる交通部分の仕上げ材は、傷やへこみのしにくい材料や、痛みが気

にならないような材料選定、定期的な修繕のしやすい汎用性のある材料を用いる等の

配慮を行う。 

・県産木材の使用は、来館者が手に触れやすい、エントランスホール等のパブリックスペ

ース等の範囲とし、温湿度や有害物質等空気環境の維持管理が重要となる、展示室や収

蔵庫等には基本的には使用しない。 

・収蔵庫内の床材・壁材・天井材は、脂、粉塵等の放出によって文化財を汚染する恐れの

ないものとし、特に内壁材には気密性能・吸放湿性能に優れた、収蔵庫用の調湿パネル

を使用すること。 

・展示室の内装は、どのような展示内容でも違和感なく、文化財の鑑賞に適した空間とす

る。 

・展示室の床材は靴音が響かない素材とする。 
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⑥ サイン計画 

・サイン計画全般として、分かりやすさ及びデザイン等に配慮しつつ、単なるサインでは

なくテーマ性を備えた施設とする。 

・外部からの主要動線から視認できる位置に、施設名称の館名サインを設ける。 

・エントランスホール等主要な場所に、施設の全体構成を示すフロア案内サインを設置す

る。 

・エントランスホールや建物動線の主要部に、展示室等利用者が利用する諸室へと一目で

利用者を誘導できる案内サインを分かりやすく設置し、大勢の利用がある場合に利用

者が詰まることなくスムーズに流れるよう配慮する。 

・全館案内板及び各階案内板については視覚障害者対応とする。 

・諸室やトイレ等へと利用者を案内する誘導サインを、エントランスホールや廊下等の主

要な部分に設置する。 

・各室の入口等に室名サインを設置する。必要に応じて「使用中」の表示や「関係者以外

立入禁止」等を明示するとともに、増設や取替えができるよう配慮する。 

・トイレや階段、エレベーター等のサインは、誰が見ても分かるようにピクトグラムや色

分け等、デザインの工夫を行う。 

・主要な館内サインで表示する言語は、２か国語（日本語、英語）に対応したものとする。 

 

(３) 構造計画 

① 構造安全性 

・本施設の耐震性能分類は、[官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説] （令和３

年版）の耐震安全性の分類における[多数の者が利用する官庁施設の(九)社会教育施設

として利用する官庁施設]に該当するが、本施設が、重要・貴重な文化財を収蔵・展示

を行う施設特性を鑑み、構造体はⅡ類相当の耐震性能を確保すること。また、建築非構

造部材及び建築設備は、Ｂ類・乙類相当とし、非構造部材・建築設備はもとより、収蔵

物の損傷等が生じないものとする。 

・構造解析に模擬地震波を用いる場合は告示波の他サイト波を含めること。 

 

② 耐久性能 

・本書に定めのない事項は、日本建築学会諸基準を参考にすること。なお、適用基準に示

す性能等を満たすことを条件に、適用基準以外の仕様・方法等を選定することを認める

ものとする。 

・建築工事標準仕様書／同解説ＪＡＳＳ５鉄筋コンクリート工事（日本建築学会）に定め

る標準を採用する。これに基づき、コンクリートの耐久設計基準強度は 24Ｎ/㎟以上と

すること。 
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・躯体の耐久性能は、大規模補修が不要な期間として、65 年以上となるよう計画する。

（建築工事標準仕様書／同解説ＪＡＳＳ５鉄筋コンクリート工事（日本建築学会）に定

める計画共用機間において「標準（大規模補修不要期間 65 年）」以上の耐久性能を確保

する。） 

 

③ 基礎構造 

・敷地の地盤特性を踏まえた適切な工法・基礎形式とし、建物や工作物が地盤沈下や液状

化等の影響がないものとする。 

  

(４) 設備計画 

設備計画は事業者の提案によるものとする。ただし次に特記するものについては、積極的

な対応を図ること。 

・省エネルギー、省資源への対応 

・将来における修繕・更新に対応した仕様・工法の採用 

 

① 電気設備 

(ｱ) 全般的事項 

・受変電設備、自家用発電設備及び静止形電源設備等の主要機器は、施設用途や規模を

考慮して計画すること。 

・トイレ・給湯室等の水を使用する室の下階には、原則として電気室・発電機室等の室

を計画しないこと。 

・更新性、メンテナンス性を考慮した計画とすること。 

・環境に配慮し、エコマテリアル電線の採用等を積極的に行うこと。 

・高効率変圧器及び調光システムの採用等、省エネルギー手法を積極的に採用するこ

と。 

・維持管理・運営業務での使用量が分かる電力量計を必要個所に設置すること。 

・各種イベントや興行時に必要な電気備品・機材等の利用に備えた電源設備を屋内外

に設けること。 

・電話、テレビ、ＬＡＮ等の各種設備は、部屋の大きさや使い勝手から必要な数量を見

込むこと。 

 

(ｲ) 設備項目ごとの事項 

(a) 電灯設備 

・各室、共用部等に設ける照明器具、コンセント等は、利用者に配慮した十分な配

置計画とすること。 
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・展示室・収蔵庫等には、文化財保存及び展示専用のための照明器具を設置するこ

と。 

・非常照明、誘導灯（バッテリー内蔵型）は、関係法令等に基づき点検が容易にで

きる機器を設置すること。 

・高効率器具、省エネルギー型器具（ＬＥＤ照明等）の採用を原則とすること。 

・器具は、容易に保守管理及び交換ができるものとすること。 

・外灯は、自動点滅及び時間点滅が可能な方式とすること。 

・各室の照明は、事務室においても管理できるようにすること。 

・各室の利便性に応じた回路構成とし、照明設備の点滅点灯方式は維持管理・運営

業務に配慮したものとする。 

・吹抜等高所にある器具に関しては、電動昇降装置等にて容易に保守管理ができ

るようにする。 

・コンセント、イベント用分電盤は諸室の用途に適した形式・容量を確保し、それ

ぞれの適切な位置に設置すること。 

・諸室の照度はＪＩＳ照度基準を原則とし、用途と適性を考慮して設定すること。 

・床埋め込みのコンセントを設置する場合は、つまずきを起こさないフラットな

ものを使用する。 

 

(b) 動力設備 

・空調機・ポンプ類等の動力機器の制御盤を製作するとともに、配管配線、幹線配

管配線等を行うこと。 

・動力制御盤は、原則として機械室内に設置すること。 

 

(c) 受変電設備 

・受変電設備は、冠水、浸水、地震対策を考慮した上で、屋外に設置する計画も可

とする。 

・負荷系統に適した変圧器構成とする。 

・消防法や所轄消防指導等に従って設置すること。 

・映像・音響、情報通信機器等への電源ノイズ障害を考慮すること。 

・力率改善コンデンサは低圧側に設置すること。 

・高調波対策を行うこと。 

・高効率変圧器を採用すること。 

・増設・更新スペースを適宜確保すること。 

 

(d) 静止形電源設備 

・非常照明・受変電設備の制御用電源として直流電源装置を設けること。 
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・中央監視盤、コンピューター等の停電時保障用に無停電電源装置を設けること。 

・蓄電池は長寿命型とすること。 

 

(e) 雷保護設備 

・建築基準法及び関係法令等に基づき、外部雷保護設備、内部雷保護設備を設置す

ること。 

 

(f) 構内電話設備等 

・ダイヤルイン方式とし、必要に応じた回線数（2 回線以上）とすること。 

・構内交換（電話）設備として、 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付

属資料７-２諸室リスト （諸元表）」に記載の各室に配管配線工事を行う。建物内

の連絡用として、内線電話機能を有する電話もしくはインターホン設備を設置

する。 

・５分以上の停電補償時間を確保するとともに、発電機回路に接続すること。 

 

(g) 構内情報通信網設備 

・ＬＡＮ配管が必要な場所においては、幹線敷設用ケーブルラックを敷設すると

ともに、ケーブル、ハブ、スイッチ等のＬＡＮ機器・配線の設備一式を整備する

こと。 

・施設内で利用者がスマートフォン等でインターネットに接続できるように、 「付

属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リスト （諸元表）」

に記載の各室にＷｉ－Ｆｉ環境を整備すること。 

 

(h) 情報表示設備 

・時計をエントランスホール及び事務室に設置する。 

・エントランスホールに、収蔵品や小山市が有する文化財の紹介ができるデジタ

ルサイネージを設置する。 

 

(i) 拡声設備 

・消防法に定める非常放送設備を設置すること。 

・非常用放送設備機能以外に、ＢＧＭとチャイム設備を備えること。 

・事務室から館内放送ができる設備とすること。 

・避難等のための放送設備は、自動火災報知設備と連動した設備とし、避難誘導に

おける自動音声は４か国語（日本語、英語、中国語、韓国語）以上に対応するこ

と。 
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(j) 誘導支援設備 

・エレベーター、多機能トイレ等には押しボタンを設け、異常があった場合に、表

示窓の点灯と警告音等により事務室に知らせる設備を設置すること。 

 

(k) テレビ共同受信設備 

・事務室には事業用地内にて受信可能な商業放送及び映像表示設備を設置するこ

と。 

 

(l) 防犯管理設備 

・防犯用及び来館者確認用、収蔵庫・展示室等監視用として、監視カメラを設置す

る。各用途に合わせて十分に機能するよう、計画に応じて敷地及び建物内の必

要箇所に設ける。なお監視カメラ必要箇所については、「付属資料７-１諸室リ

スト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リスト （諸元表）」を参照すること。 

・建物の出入口にて、機械設備による監視を可能な設備とし、通用口の運用や設備

保守用等にインターホンを設置すること。 

・事務室でモニター監視及び監視映像が録画できる装置を設置する。録画時間等

は、後日映像を確認するのに支障のない程度のものとする。 

・窓等の開口部を含めた施設全体について、適宜防犯設備を設けること。 

・新博物館と伝承館は閉館時間が異なる可能性があるため、機械警備の管理区分

を分けることとし、別々に機械警備を起動及び解除できるようにすること。ま

た、伝承館については、伝承館の利用団体が機械警備を起動及び解除できるよ

うにすること。 

 

(m) 入退館管理設備 

・入退館管理設備は諸室のセキュリティに応じて、カードキー、電気錠、テンキ

ー、生体認証のいずれか、もしくはこれらを複数組み合わせた設備とすること。 

・鍵の仕様を電気錠とする諸室は、災害時等電源の供給が途絶した場合において

も、物理キー等により開閉可能な構造とする。 

・物理キーの保管は、収蔵エリアの各室及び展示エリアの各室と展示ケースの鍵

については、集約して一元に管理が可能となるように、事務室にキーボックス

を設置すること。 

・収蔵エリアの各室、展示エリアの各室と展示ケース以外の諸室の鍵については、

事務室にキーボックスを設置して管理が可能な計画とする。 

・キーボックスからの鍵の持ち出しは、ＩＣカード等により本人確認を行うこと

で、権限の付与された鍵のみ持ち出し可能な構造とすること。また鍵の持ち出

し日時、利用者、返却時間等を容易に管理ができる仕組みとすること。 
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・伝承館の入退館管理設備について、利用団体の夜間の利用も想定されるため、ス

マートロックキー等の電子端末操作で施錠が可能な状態とすること。 

 

(n) 自動火災報知設備 

・関係法令等に基づき設置し、事務室に受信機を設置すること。 

 

(o) 構内配電線路・通信線路設備 

・電力、電話回線の引込み及び外灯その他の必要な電気設備・配管配線を設けるこ

と。 

 

(p) 中央監視設備 

・中央制御方式とし、収蔵庫に関する事項、空調設備、防犯設備、監視カメラ、火

災報知器等、事務室での監視及び制御が行うことができる設備を設置する。ま

た閉館時は警備会社に移報可能な設備とすること。 

・監視及び制御に関する記録が適切に行える設備を設ける。 

・インターネット等により、外部のパソコン等で警報監視をできるものとするこ

と。 

 

(q) 太陽光発電設備 

・本施設の屋上等に太陽光発電設備を設置する。 

・太陽光発電設備には蓄電池等を設置し、通常時・停電時共に、電力の供給が可能

なように設計すること。 

 

(r) 計量設備 

・適切な系統分けを行い、必要な電力メーター等を確認しやすい場所に設置する。 

 

② 機械設備（空気換気排煙設備） 

(ｱ) 全般的事項 

・省エネルギー、省資源を考慮した計画とすること。 

・更新性、メンテナンスを考慮した計画とすること。 

・地球環境及び周辺環境に配慮した計画とすること。 

 

(ｲ) 設備項目ごとの事項 

(a) 熱源機器設備 

・空調用冷熱源・温熱源及び給湯用熱源のシステムは、事業者の提案によるものと

する。 
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・燃料の種別に関しては、事業者の提案によるものとする。 

 

(b) 空調設備 

・各室の用途に応じ、室内環境を考慮した空調システムを採用することとし、その

方式は事業者の提案によるものとする。 

・事務室において各室の集中管理（発停・温湿度管理・状態監視等）を行うことを

基本とするが、個別の室で温湿度管理が必要と思われる室は、温湿度管理を各

室で行える計画とすること。またエントランスホール、廊下等は、適宜エリア区

分し、エリア毎に管理できるようにすること。 

・収蔵品に適した温湿度設定が可能となるように、収蔵庫と展示室は空調系統を

区分すること。加えて収蔵庫は保管する収蔵品の材質に応じて、収蔵庫ごとに

温湿度が調整できる計画とすること。 

・展示室及び収蔵庫等は空調停止時に外気が流入しないように、ダクト部分の開

口に気密ダンパーの設置を行うこと。 

・展示室及び収蔵庫等の空調ＳＡ系統には、博物館美術館用有害ガス除去用のケ

ミカルフィルター(アンモニア・有機酸除去)を設置できる計画とすること。 

・展示室や収蔵庫等の気密ダンパー設置、ケミカルフィルターの設置等詳細な空

調条件は、 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リ

スト（諸元表）」を参照すること。 

・展示室及び収蔵庫には外気を直接取り入れず、空調設備を経由してから取り込

みを行うこと。 

・博物館と伝承館の空調設備は別系統とすること。 

・企画展示室には加圧空調機の導入を検討すること。 

 

(c) 換気設備 

・シックハウスに配慮した換気設備を設け、空気環境の測定基準に則した除塵対

策を行うこと。 

・諸室の用途、換気の目的等に応じて適切な換気方式を選定すること。 

・全熱交換器等を積極的に採用する等、省エネルギー対策に配慮する。 

・外気取入口及び排気口の位置は、敷地環境に配慮した計画とする。 

 

(d) 排煙設備 

・自然排煙を原則とするが、必要に応じて機械排煙設備を設けること。 

・排煙口が高所に設置される場合は、操作性に留意して計画すること。 
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(e) 自動制御設備 

・事務室において各種設備機器の運転監視を可能とすること。 

・各種設備機器の運転はスケジュール設定が可能なものとすること。 

 

③ 機械設備（給排水衛生設備） 

(ｱ) 全般的事項 

・省エネルギー、省資源を考慮した計画とすること。 

・更新性、メンテナンスを考慮した計画とすること。 

・地球環境及び周辺環境に配慮した計画とすること。 

・雨水等の再利用を積極的に計画すること。 

 

(ｲ) 設備項目ごとの事項 

(a) 給水設備 

・給水方式は、事業者の提案によるものとする。 

 

(b) 排水設備 

・給水負荷変動に配慮した計画とすること。 

・展示室・収蔵庫等の天井内には、給排水管が通らないようにすること。 

・漏水を避けるために、展示室や収蔵庫の直上階及び隣室にトイレ・給湯等の水を

扱う室を設けないこと。 

・火起こし土器焼き室の排水にはプラスタートラップを設けること。 

  

(c) ガス設備 

・必要に応じて設置すること。ただし事務室、給湯室等館内に調理加熱用のガス設

備は設置しないこと。 

 

(d) 衛生器具設備 

・清掃維持管理に考慮して選定すること。 

・原則として洋式便器とし、温水洗浄便座を設置すること。トイレには擬音装置等

を考慮すること。 

・多目的トイレのうち各一箇所以上はオストメイトのための設備及びおむつ交換

や衣類の着脱時等に使用する折りたたみ式簡易ベッドを設置すること。 

・トイレの小便器は自動洗浄とし、洗面器は温水自動水栓とすること。 

・トイレは子どもの利用にも配慮して計画すること。 
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(e) 給湯設備 

・必要個所には電気温水器またはガス給湯器にて給湯すること。 

・施設内の各箇所の給湯量、利用頻度を勘案し、使い勝手に応じた効率の良い方式

を採用すること。 

・各機器は保守点検の容易さに優れた機器及び器具を採用するとともに、省エネ

ルギーの観点から潜熱回収型ガス給湯設備やヒートポンプ給湯設備等を採用す

ること。 

 

(f) 消防設備 

・消防関係法令に準拠した適切な消防設備を設けること。 

・重要文化財等を保管できる施設として、ガス消火設備等の必要な特殊消火設備

を備えること。 

 

④ 昇降機設備 

(ｱ) 文化財専用エレベーター 

・文化財専用のエレベーターを設置すること。詳細は、 「付属資料７-１諸室リスト （全

般事項）」及び「付属資料７-２諸室リスト（諸元表）」を参照すること。 

(ｲ) 一般用エレベーター設備（設置する場合） 

・資料閲覧室を除く来館者利用の諸室を 2 階に整備した場合は、一般用エレベーター

を設置すること。 

・事務室に運転監視盤、エレベーター用インターホンを設置すること。 

・エレベーターのかごは、車いす、視聴覚障害対応型とし、停電時自動着床、火災管制

運転、地震時管制運転の可能な制御方法とすること。 

・10人乗り以上とすること。 

・利用者の動線に配慮した計画とすること。 

・感染症対策として、非接触型エレベーターの導入を検討すること。 

  

(５) 諸室計画 

・諸室計画は、 「２．２―１（４）施設整備の概要」に示す施設構成をもとに計画すること。

また、各諸室の詳細な要求水準は 「付属資料７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資

料７-２諸室リスト （諸元表）」に示しているため、各要求水準を満たす諸室を計画するこ

と。 

・各諸室に配置する備品は、 「参考資料１備品リスト」に示している。「参考資料１備品リス

ト」に示す備品が配置できる諸室計画とすること。 
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・展示室の計画は、 「参考資料２展示イメージ」及び 「参考資料３展示計画概要」において、

展示方法や展示物について示している。展示室の計画にあたっては、参考資料に示す要求

事項を踏まえた施設整備計画とする。 

 

(６) 外構計画 

① 基本事項 

・外構計画は事業用地内を対象とする。ゲート及びフェンスの設置については 「付属資料

７-１諸室リスト （全般事項）」及び「付属資料７-２諸室リスト （諸元表）」を参照する

こと。 

・外構計画に当たっては、事業用地の形状を考慮し、車両動線や緑地を計画するとともに、

美観及び耐久性等にも配慮すること。 

・敷地内の積極的な緑化に努め、緑豊かな環境形成を目指す。 

・生きた展示として紹介するシダ（コケラ）や、マダケの伝承館付近への植栽は必須とし、

それ以外については、維持管理等を考慮した樹種の選定を行うこと。 

・マダケの植栽については、根が地表面に影響を与えないよう、地中に擁壁を設置する等、

適切な措置を取ることとし、マダケは数本程度を植栽すること。また、植栽にあたって

は風雨に耐えうるような適切な措置を取ること。 

・シダ（コケラ）、マダケについては、じゃがまいたに言及した解説パネルを設置するこ

と。 

・水盤や噴水等水を使用する設備については、設置しない。 

 

② アプローチ 

・高齢者等にも配慮した歩きやすい通路とする。 

・施設へのアプローチとして、博物館へと期待感を高めるような魅力ある空間とし、エン

トランスホール等とのつながりに配慮した計画とする。 

 

③ 駐車場・駐輪場 

・博物館と伝承館の駐車場は共同利用とする。 

・駐車場の最低台数は、利用者用が 45台とする。イベント時は駐車場が不足する可能性

があるため、できる限り臨時で駐車スペースを確保できるようにすること。 

・本施設の事業用地内には、管理用に 15 台程度の駐車場を確保すること。 

・障害者用駐車スペースを建物にアクセスしやすい位置とし、２台分程度設置すること。 

・利用者の自転車及び自動二輪等の駐輪場については 10 台程度設けること。 

・駐輪場は別途管理用として、2 台程度設けること。 

・利用者の安全に配慮した外灯等を適宜設けること。 

・駐車場・駐輪場周辺には植栽を行う等景観や周辺環境への配慮を行うこと。 
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・駐車場は、原則として屋根を設けない平面駐車場とすること。 

 

④ 車路・機器等搬入スペース 

・車両と歩行者の動線を可能な限り分離する等し、歩行者の安全確保に十分な対策を行

う。 

⑤ 維持管理区域の植栽 

・樹種等の選定に当たっては、周辺の既存植栽との調和や一体性に配慮すること。 

・樹種等については、メンテナンスに配慮すること。 

・植栽計画に関しては、事業者の提案によるものとする。ただし、緑地には散水設備を設

け、特にコケラ・マダケの生育に留意すること。 

 

⑥ 維持管理区域の排水設備 

・建物周囲及び維持管理区域内の雨水を速やかに排水するように、排水設備を整備するこ

と。 

 

⑦ 維持管理区域の外灯 

・外灯を維持管理区域内で主要な動線の範囲及び駐車場・駐輪場に設置すること。 

・自動点滅及び時間点滅が可能な方式を採用し、閉館後 30 分以上は残置点灯させること。 

・景観に配慮したデザインとすること。 

 

⑧ 維持管理区域の舗装 

・維持管理区域内の舗装は、車両通行による沈下・不陸及び段差等を生じない構造とする

こと。 

・車両の通行及び歩行者の安全確保のために、必要な路面表示を設けるとともに、必要に

応じて歩道を設置すること。 

・透水性舗装等による雨水浸透機能に配慮すること。 

・歩道や外構等の舗装については、建設廃木材や間伐材の資源循環に配慮した資材の使用

に努めること。 

 

⑨ その他 

・事業用地内において、周辺環境や施設計画と調和した外構サインを計画すること。 

・事業用地外周部にはフェンス等を設けるとともに、区域内で大きな段差等がある個所に

ついては手すり等落下防止策を講じること。 

・郵便受けを適切な場所に設置する。 

・イベント時のキッチンカーの付設を容易とするよう、電気設備を設ける等、イベント開

催を想定した外構レイアウトを提案する。 


